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研究成果の概要（和文）： 
 本研究では、国内外の新産業集積形成におけるスピンオフ連鎖の事例研究を通じて、「スピン

オフ企業家が、母体組織において創業に必要な製品開発能力をどのように習得するのか」、「地

域におけるスピンオフ連鎖のメカニズムとはどのようなものか」、「大企業が知識創造経営を進

めていく一方で、スピンオフ・ベンチャーが Win-Win の友好的関係の中で創出される条件と

は何か」といった３つの研究課題に答えていった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The first question of this research is “how do spin-off entrepreneurs acquire, while 
at the parent organization, the ability required for product development in order to start 
a company?” The second question of this research is “what mechanism of chain reaction 
of spin-off in creation process of new Industrial cluster?” The third question of this 
research is “what conditions are required for spin-off ventures to be created in friendly 
win-win relationships, while large companies promote the management of knowledge 
creation?” Through a case study at new Industrial cluster, this research gives example 
models for creation of spin-off businesses. 
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１．研究開始当初の背景 
地域の産業集積に関する先行研究には、一

つは、既存産業集積における企業間の取引関
係や分業構造を静態的概念から分析するも
の、もう一つは、イノベーションを鍵概念に
置いてハイテク型の新産業集積を分析対象
とするものがあった。近年、シリコンバレー
研究に端を発して、後者の研究蓄積が進んで

きた。 
新産業集積の形成は、スピンオフ企業家の

地域集中的な発生現象、すなわち「スピンオ
フ連鎖」として説明されることが多かった。
しかしながら、「なぜ、特定の地域でスピン
オフ企業家が集中的に発生するのか」といっ
たスピンオフ連鎖のメカニズムに関して正
面から答えられる先行研究は少ない状況に
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あった。 
そこで、研究開始当初は、スピンオフ企業

家の集中的発生（スピンオフ連鎖）、新産業
集積の形成メカニズムについて、「業種別比
較研究」「地域間比較研究」を通じて実証的
に解明することを研究の目的とした。 
 
２．研究の目的 
科研費研究の 1 年目（20 年度）、改めて、

新産業集積とスピンオフ・ベンチャーに関す
る先行研究レビューを詳細に行った。その結
果、次のような研究課題を持つに至った。 
まずは、スピンオフ創業前、スピンオフ企

業家が母体組織において、どのように製品開
発力を修得したのかという、母体組織におけ
るスピンオフ企業家の起業学習に関する問
題である。日本的経営を堅持する大企業の場
合、技術者のキャリア自律行動は人材流出の
危険性を高めて逆効果になると考えられて
いる。そのような母体組織におけるスピンオ
フ企業家の学習の実態、すなわち、スピンオ
フ前の起業学習の環境が問題となる。また、
母体組織において、従業員たる技術者は、社
外でも通用する製品開発力をどのように身
につけたのか。大企業の母体組織においての
みならず、創業後のスピンオフ・ベンチャー
においても活用可能な製品開発力とはどの
ような特徴を持っているのか、起業学習の内
容も論点となる。つまり、第一の研究課題は、
「スピンオフ企業家が、母体組織において創
業に必要な製品開発能力をどのように習得
するのか」というものである。 

 
第二は、創業後におけるスピンオフ企業家

の学習に関する問題である。ハイテク・ベン
チャーの位置する産業の市場と技術はスピ
ードが速く、創業前にスピンオフ企業家が母
体組織で得た製品開発力も陳腐化しやすい。
シリコンバレーにはスピンオフ企業家の連
続的・集中的な発生（スピンオフ連鎖）があ
り、また、そこでの技術者は、組織や産業の
壁を越えて、多様性・異質性のある人的ネッ
トワークを築き、ベンチャー創業に必要なプ
ロダクト・イノベーションの創出能力を身に
つけていた。90 年代のバブル崩壊後、日本の
各地においても、ハイテク分野の新しい産業
集積が形成されているが、そこにもスピンオ
フ企業家の人的ネットワークが形成されて
いるのだろうか。スピンオフ企業家のネット
ワークは、どのように形成され、そこでどの
ような学習が行われ、それがスピンオフ企業
家の連続的・集中的な発生（スピンオフ連鎖）
へとどのように結びついているのだろうか。
新しい産業集積の形成プロセスとしてのス
ピンオフ連鎖について、スピンオフ企業家の
ネットワークの実態を解明することが、第二
の研究課題となる。 

 
第三は、シリコンバレー・モデルの安易な

輸入に対する懐疑的な見方にもとづく。日本
は終身雇用や年功制を残す労働市場であり、
日本の大企業の技術者はスピンオフするこ
とが少なく、シリコンバレーのようなハイテ
ク・ベンチャーの絶対量が少ない。スピンオ
フ・ベンチャーの創出がなければ、スピンオ
フ連鎖も新しい産業集積の形成もあり得な
い。長期的見通しに立つ雇用制度、流動性の
低い知識労働者市場といった日本の制度的
制約を前提として、日本型スピンオフ・ベン
チャーの創出条件を考えていく必要がある。
日本において技術者・企業家が製品開発力を
形成する制度的条件と、母体組織の内外にお
いて製品開発力を活かす経路とは何か、とい
った点が問題となる。その際、母体企業の支
配下にある子会社でもなく、スピンアウトし
た独立ベンチャーでもない「スピンオフ型」
創業に注目したい。大企業と Win-Win の友
好的関係のもとで、スピンオフ・ベンチャー
が創出される条件とはどのようなものか。こ
の日本型モデルを見出すことが本研究の第
三の課題である。 

 
 
３．研究の方法 
研究の方法は、①地域の社会文化・支援制

度、②産業構造（市場・技術）、③母体組織、
④スピンオフ企業家（学習者）の４つの視点
から、新産業集積形成プロセスにおけるスピ
ンオフ連鎖の事例を分析する。中でも、学習
者の視点からの分析には注力し、「実践コミ
ュニティ」という概念を活用して、スピンオ
フ企業家のライフヒストリーに関する丹念
なインタビューを行なった。 
事例研究の対象としては、国内では浜松地

域と札幌地域、海外では北京中関村地域、業
種はソフトウェアと光電子の新産業集積を
取り上げた。これらの新産業集積におけるス
ピンオフ連鎖に注目し、①1960年代後半～80
年代の大企業における技術者コミュニティ、
②1990年代のスピンオフ・ベンチャーとスピ
ンオフ企業家コミュニティ、③大企業とスピ
ンオフ・ベンチャーの Win-Win関係にもとづ
く技術者・企業家コミュニティ、といった事
例を時系列に分析した。 
 
４．研究成果 
 先端分野の製品開発には、企業内特殊知識
の共有よりもむしろ、一般知識の創造が求め
られる。なぜならば、先端分野の場合、一般
知識の創造が、直接、製品開発に結びつきや
すいからだ。そのため、技術者は、専門分野
の原理・法則や理論・構造といった一般知識
まで深く学ぶ必要がある。課題意識（製品開
発テーマ）を持ちながら一般知識を学ぶ技術



 

 

者のコミュニティ、知識創造の学習単位であ
る実践コミュニティへの参加が欠かせない。
知識創造経営を進める大企業は、これまでの
ような企業内特殊知識に関する訓練よりも
むしろ、一般知識に関する訓練コストを積極
的に払うことが求められる。その際、当該技
術者が取り組む製品開発テーマに関わる一
般知識を学ばせることが肝要である。これが、
第一の研究課題に対する一つの結論である。 
 
 第二の研究課題であるスピンオフ連鎖の
メカニズムについては、次のような結論を得
た。 
(1) スピンオフ連鎖には、２つのパターンが
ある。１つは、ある母体組織から飛び出した
スピンオフ（子）、さらにその組織（子）か
ら独立創業したスピンオフ（孫）といった、
母→子→孫→の連鎖的な発生パターンであ
る。もう１つは、母体組織から最初に飛び出
したスピンオフ（長男）、その後に同じ母体
組織から創業したスピンオフ（次男）といっ
た、長男→次男→三男→の時間的ズレを伴っ
た発生パターンである。スピンオフに継続性
があるのは、前者のパターンである。 
(2) スピンオフ連鎖にとって欠かせない現
象とは、第１世代の企業家にとっての母体組
織が地域に存在すること、そして、より重要
なのは、第２世代の企業家にとっての母体組
織、「第２の母体組織」が生まれることであ
る。 
(3)スピンオフする企業家は、母体組織にお
いて起業学習を積む。その内容は、「組織づ
くり・経営管理能力」と「プロダクト・イノ
ベーション創出能力」という二面の学習であ
る。前者の能力は、母体組織での創業メンバ
ーやプロジェクト・リーダー等の経験を通じ
て、観察的・直接的に学ぶ。後者の能力は、
当該テーマの基礎知識に加え、技術者が連携
して創造的な開発を行うための段取り、製品
開発の手順や方法であり、母体組織内の実践
コミュニティに参加すれば習得しやすい。 
(4) 企業家は、創業後にプロダクト・イノベ
ーションを実現するため、その基本的スキル
を学んでおく必要がある。母体組織（開発型
組織）に形成された実践コミュニティでの参
加経験があれば、技術者が連携して創造的な
開発を行うための手順や方法をマスターし
ておくことができる。その一方で、創造的な
開発を行うためには、実践コミュニティが必
要であることも学ぶので、実践コミュニティ
の参加経験を持つ企業家は、自らが創業した
組織内にも実践コミュニティを形成しよう
とする。 
(5) 第１世代の企業家にとっての母体組織
（第１の母体組織）、第２の母体組織（創業
間もない時期）のいずれの母体組織において
も、技術者が相互に学習するインフォーマル

なコミュニティ「実践コミュニティ」が形成
される。第１の母体組織と第２の母体組織に
おいて、それぞれ形成された実践コミュニテ
ィは、ズレていて同心円で完全に一致するこ
とはない。第２の母体組織は、第１の母体組
織に比べて、学ぶべきテーマが絞られ、潜在
的顧客など新たなメンバーも加えられ、実践
共同体を再定義し拡張される。 
(6) 急激な売上減少によるリストラや急激
な売上増加によるＩＰＯ志向に伴って、組織
の管理は強化される。企業家は、「組織づく
り・経営管理能力」と「プロダクト・イノベ
ーション創出能力」という二面の能力を持つ
が、そうしたタイミングでは後者の能力を発
揮し、組織の管理を強化する。そうなると、
母体組織内の隙間に形成された実践コミュ
ニティは消滅しやすい。実践コミュニティの
消滅をきっかけとして、企業家がスピンオフ
して発生する。 
(7) 第２の母体組織を生むのは、a）第１世
代の企業家であること、ｂ）２人以上の技術
者仲間（母体組織で同じ実践コミュニティに
参加した経験を持つ技術者仲間）と一緒に創
業すること、C）創業時に開発製品や顧客（潜
在的顧客）を獲得していないこと、d）創業
後にプロダクト・イノベーション志向がある
こと、といった条件を満たす企業家である。 
(8) スピンオフ企業家のネットワークの起
点となるのは、a）第２世代の企業家である
こと、ｂ）第２の母体組織から１人でスピン
オフすること、C）創業時に開発製品や顧客
（潜在的顧客）を獲得していないこと、d）
創業後にプロダクト・イノベーション志向が
あること、といった条件を満たす企業家であ
る。このタイプの企業家は、母体組織で実践
コミュニティへの参加経験があるため、創業
後の社内でもそれを意図的に形成するが、自
らがその実践コミュニティに参加すること
はない。１人で独立創業した企業家にとって、
対等な関係といえる学習相手を社内に見出
せないためであり、故に、創業後、自らコー
ディネーターとなって、社外ネットワークを
形成しようとする。このケースに該当する企
業家が形成したネットワークは、後発企業家
（創業予備軍）との相互学習や相互支援を行
うことになり、結果として、地域でスピンオ
フする企業家を連鎖的に発生させている。 
 
 第三の研究課題は、「大企業が知識創造経
営を進めていく一方で、スピンオフ・ベンチ
ャーが Win-Winの友好的関係の中で創出され
る条件とは何か」である。この問いは、知識
創造経営を進める大企業が陥るジレンマ問
題を２点提起している。１点目は、ポータビ
リティの高い一般知識を学び、先端分野の製
品開発能力を習得した社内技術者のスピン
オフ問題である。大企業が新製品開発を進め



 

 

ていくには、当該分野の一般知識を就業時間
内に自由に学ぶことや、技術者コミュニティ
の形成と参加を認めるなど、先端分野の技術
者に対してインセンティブを与えなければ
ならない。ただ、そうなると、先端分野の技
術者は、ベンチャー創業に必要な製品開発能
力を習得してしまうので、スピンオフの道へ
と進むことができてしまう。企業にとっては、
優秀な技術者の流出といった懸念を抱え込
むことになる。従来の知識創造経営の理論で
は、個人の知識をベースに組織的に企業内特
殊知識を共有することが狙いであり、個人が
社外でも通用する専門分野の一般知識を学
んで自律しスピンオフする、といったストー
リーを想定していない。２点目は、日本の知
識労働市場が流動化していない制度制約の
もとで、知識創造経営を進める大企業の雇用
制度に関わる問題である。市場と技術のスピ
ードが速い先端分野において、矢継ぎ早に新
製品開発を進めていく大企業では、本来、技
術者の入れ替えといった人材流動化が欠か
せない。長期的な雇用制度を維持する場合、
当該企業にとって先端分野ではなくなった
流行遅れの技術者が生まれてしまう。先端分
野から外れた場合、企業がこれまで通りのイ
ンセンティブを流行遅れの技術者に与える
ことはなくなるだろう。人材の流動性が低い
状況の下では、知識創造経営を進める研究開
発型企業は、組織に不満を持つ技術者を数多
く溜め込んでいくことになる。こうなると、
当該企業の利益率は上がっていかないので、
知識創造経営の看板は下ろさざるを得なく
なり、ひいては管理を強化して効率的な経営
モデルへと逆戻りしかねない。 
この問いの答えは、大企業におけるスピン

オフを前提とした技術者の育成にある。先端
分野の技術者に対しても、流行遅れの技術者
に対しても、いずれにしても、大企業はスピ
ンオフの制度条件を整えることが求められ
る。それは、大企業における制度の拡張によ
って、スピンオフ・ベンチャーの創出条件が
整うことを意味する。具体的には、社内で専
門分野の一般知識を学び製品開発能力を習
得した技術者に対して、その能力を活かすた
めにスピンオフの道を用意することが求め
られる。たとえば、先端分野の優秀な技術者
に対しては、スピンオフ創業後も元の職場に
復帰する制度の導入などの制度拡張が考え
られる。また、流行遅れの技術者に対しては、
市場化・商業化まで見据えた製品開発能力を
習得できるような再教育制度を導入するこ
とが考えられる。このように、大企業はスピ
ンオフを前提とした知識創造経営を進める
ことで、スピンオフ・ベンチャーとの Win-Win
の友好的関係を築き、ジレンマ問題も乗り越
えることができるだろう。 
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